
地方独立行政法人埼玉県立病院機構物品等調達一般競争入札公告 

 

物品又は役務の調達について、下記のとおり一般競争入札を行うので、公告する。 

なお、本公告に記載のない事項については地方独立行政法人埼玉県立病院機構一般競争

入札執行要綱の規定によるものとする。 

 

令和５年12月６日 

地方独立行政法人埼玉県立病院機構 

理事⾧ 岩中 督 

 

１ 調達内容 

⑴ 件名及び数量 

消費税確定申告業務及び税務相談等委託業務 一式 

⑵ 調達案件の仕様 別添仕様書のとおり 

⑶ 契約期間  契約締結日から令和６年６月28日まで 

⑷ 納入場所  埼玉県北足立郡伊奈町大字小室818番地 

埼玉県立病院機構本部 

⑸ 入札方法 

本件入札は、入札説明書に定めるもののほか、地方独立行政法人埼玉県立病院機

構一般競争入札執行要綱に基づき行う。 

 

２ 入札参加資格 

(1) 地方独立行政法人埼玉県立病院機構契約事務取扱規程第３条第２項各号に該当しな

い者であること。 

(2) 契約事務取扱規程第３条第３項の規定により法人の一般競争入札に参加させないこ

ととされた者でないこと。 

(3) 本入札が実施される年度に属する埼玉県物品等競争入札参加資格者名簿（以下「入

札参加資格者名簿」という。）に登載され、業種区分「催物、映画、広告、その他

の業務」のＡ、ＢまたはＣ等級に格付けされ、小分類「集計・調査、企画研究、計

画策定業務」に登録している者であること。 

(4) 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等

の措置要綱又は地方独立行政法人埼玉県立病院機構入札参加停止措置要綱に基づく

入札参加停止措置を受けていない者であること。 

(5) 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置

要綱又は地方独立行政法人埼玉県立病院機構暴力団排除措置要綱に基づく入札参加

除外措置を受けていない者であること。 



(6) 税理士法（昭和26年法律第237号）に規定する税理士法人であることとし、税理士

法第18条の登録を受けたものを本業務に配置すること。 

(7) 令和元年度以降に公益法人、地方公営企業または地方独立行政法人における消費税

の申告業務の実績を有していること。 

(8) 令和元年度以降に医療機関における消費税の申告業務の実績を有していること。 

 

３ 入札書等の提出場所等 

⑴ 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、物品購入仕様書及び入札説明書の交付

場所並びに問合せ先 

〒362-0806 埼玉県北足立郡伊奈町大字小室818番地 

埼玉県立がんセンター研究棟６階 

地方独立行政法人埼玉県立病院機構本部 財務担当 福田 

電話 048-748-3247（直通） 

ファクシミリ 048-748-3250 

電子メール a5970-05@saitama-pho.jp 

⑵ 物品購入仕様書及び入札説明書の交付方法 

地方独立行政法人埼玉県立病院機構の本件入札に関するホームページからダウン

ロードすること。 

⑶ 入札説明会の有無 

 無 

⑷ 入札書の受付期間 

競争入札参加資格の確認を得た日から令和５年12月26日午後５時まで。 

上記期限内に必着のこと。郵送の場合は、簡易書留又は一般書留郵便によるこ

と。 

⑸ 開札の場所及び日時 

地方独立行政法人埼玉県立病院機構本部 令和５年12月27日午前９時 

開札への立会いは、不要とする。 

なお、特に立会いを希望する者は、確認申請書の余白に立会いを希望する旨を付

記することにより、開札に立ち会うことができる。 

その場合において、立会者の集合すべき場所、日時等は、入札執行者から通知す

る。 

 

４ その他 

⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

⑵ 入札保証金及び契約保証金  



ア 入札保証金 

入札者は、見積もった契約希望金額（契約希望単価に予定数量を乗じて得た額

の合計額）に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じた額を納付するものとす

る。ただし、契約事務取扱規程第６条に該当する場合は、免除する。 

イ 契約保証金 

契約の相手方は、契約額（契約単価に予定数量を乗じて得た額の合計額）に契

約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、契

約事務取扱規程第26条第２項の規定に該当する場合は、免除する。 

⑶ 入札者に要求される事項 

この入札への参加を希望する者は、入札説明書で示すとおり、必要な書類を令和

５年12月20日午後５時までに提出し、競争入札参加資格の確認を受けなければなら

ない。 

また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、こ

れに応じなければならない。 

⑷ 入札の無効 

次に掲げる入札書は、無効とする。 

ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

イ 入札書に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

ウ 契約事務取扱規程第13条の規定に該当する入札書 

エ その他入札説明書に記載された無効要件に該当する入札書 

⑸ 契約書作成の要否 

要 

⑹ 落札者の決定方法 

契約事務取扱規程第７条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

⑺ 手続における交渉の有無 

無 

⑻ 支払条件 

発注者は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を受注者に支

払うものとする。 

⑼ その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

 


